
ベトナム社会主義共和国

農水産食品の安全性確保のための検査強化

プロジェクト

詳細計画策定調査報告書

平成 23 年 12 月

（2011 年）

独立行政法人国際協力機構

人間開発部

人間

J R

11-101





ベトナム社会主義共和国

農水産食品の安全性確保のための検査強化

プロジェクト

詳細計画策定調査報告書

平成 23 年 12 月

（2011 年）

独立行政法人国際協力機構

人間開発部





序     文 
 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム国」と記す）の経済はこの 10 年間でめざましい

発展を遂げ、食料供給量も増加していますが、食品の安全・衛生面に関しては政策制度の未整備

や管理者の能力不足等の問題から、適切な管理がなされているとは言い難い状況にあります。2009

年度のわが国の輸入食品に関する違反事例をみると、アジアでは中国に次ぎ、ベトナムからの輸

出食品に関するものであったなど、ベトナムの輸出食品に対する信頼性が低下するリスクも抱え

ています。このため、ベトナム政府は、安全な食品の供給を緊急かつ重要な課題の 1 つと位置づ

けています。 

また、ベトナムは 2007 年に WTO の加盟国となり、物資や人の国境を越えた自由な往来がさら

に活発になりつつある状況下で、国際標準に沿った安全な食品を人々に供給することが急務とな

っており、ベトナム政府は施設や法制度の整備を通じてこれらの状況に適応した社会・制度を構

築していく必要性に直面している状況です。ベトナム政府は農水産食品の安全性を継続的に検査

する体制が構築、強化されることをめざし、技術協力の実施を要請してきました。 

同要請を受け、JICA は 2011 年 7 月に詳細計画策定調査団を派遣し、実施可能な協力内容、活

動計画について、関係者と協議を行いました。これらの調査結果を踏まえ、同国政府と同国 JICA

事務所の間で実施協議が行われ、2011 年 12 月 1 日から 2014 年 11 月 30 日の予定で、農水産食品

の安全確保のための検査強化プロジェクトを実施することで合意に至り、討議議事録（R/D）の

署名交換を行いました。 

本報告書は、上記詳細計画策定調査及び実施協議の内容をとりまとめたものです。 

ここに、これらの調査においてご協力を賜りました関係者各位に対し深い謝意を表するととも

に、今後のプロジェクト実施・運営に際し、一層のご協力をお願い申し上げます。 

 

平成 23 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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事業事前評価表 
 

 

１．案件名 

国 名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：和名 農水産食品の安全性確保のための検査強化プロジェクト 

英名 Project for Strengthening Capacity and Inspection System for Ensuring Safety of 
Agro-Fishery Foods  

 

２．事業の背景と必要性 

(1) 当該国における食品安全セクターの現状と課題 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）の経済はこの 10 年間でめざましい

発展を遂げ、食料供給量も増加しているが、食品の安全・衛生面に関しては政策制度の未整

備や管理者の能力不足等の問題から、適切な管理がなされているとは言い難い状況にある。

管理能力の不足は感染症や食中毒の原因となって、特に子どもや妊婦、老人といった弱者が

健康被害を受ける危険性が高い。食品輸出はベトナムの重要産業の 1 つであるが、平成 21
年（2009）度のわが国の輸入食品にかかる違反事例をみると、アジアでは中国に次ぎ、ベト

ナムからの輸出食品に関するものが多かったなど、ベトナムの輸出食品に対する信頼性が低

下するリスクも抱えている。このため、ベトナム政府は、安全な食品の供給を緊急かつ重要

な課題の 1 つと位置づけている。 
さらに、ベトナムは 2007 年に WTO の加盟国となり、物資や人の国境を越えた自由な往来

がさらに活発になりつつある状況下で、国際標準に沿った安全な食品を人々に供給すること

が急務となっている。ベトナム政府は施設や法制度の整備を通じてこれらの状況に適応した

社会・制度を構築していく必要性に直面しており、その一環として、WTO/SPS 協定〔衛生植

物検疫措置協定：Sanitary Phytosanitary（SPS Measures）1〕で確保すべきとされる衛生保護基

準を満たすため、安全な食品を人々に供給するうえで必要となる食品等の試験や研修、及び

リスクアセスメントを行う機関として SPS センターを設立することを掲げている。さらにベ

トナム政府は、効果的かつ持続的な食品衛生管理体制を構築するうえで、適切な検査･モニタ

リング体制の確立が極めて重要であり、その強化に向けて日本の知見・経験が必要であると

して、わが国の技術支援を要請した。2008 年 12 月に発効した日越経済連携協定（EPA 協定）

においても、ベトナムの食品衛生管理及び動植物検疫に係る能力向上のための技術協力を行

うことが明記されている。 

 
(2) 当該国における食品安全セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

「第 8 次社会経済開発 5 カ年計画（2006～2010）」において、食品とその原料に係る衛生

と安全は、農業の発展と国民の生活改善を図るための重要課題とされ、消費者保護のための

検査を体系化して食品の衛生と安全の管理のために効果的な対策をとることが示されている。 
                                                        
1  衛生植物検疫措置に関する協定。同協定は、WTO 協定の設立と同時に発効したもので、食品安全と、動植物の健康のため

の規制の適用に関するもの。本協定においては、国内外の食品や動植物の衛生に関する国際的な基準や指針、勧告の使用が

推奨されるが、科学的根拠に基づく加盟国独自のより高い基準を定めることが可能。 
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また、「農業農村開発 5 カ年計画（2006～2010）」は、農水産食品の安全に関し、ASEAN
や WTO などの国際的な基準要求事項に即したものとすることを掲げていることに加えて、

WTO 加盟と同時に求められる SPS 協定の履行に向けて、2008 年 11 月の首相決定により「SPS
協定実行促進に係る国家行動計画」において基本的な取り組みが示された。同計画には、食

品衛生の確保及び諸外国からの害虫や伝染病の浸透の抑制を推進することにより、国内及び

輸出用の安全な農産物を供給する旨が明示されており、ベトナムは既存の関係省庁の管理体

制の整備に加え、適切な組織体制を構築するべく取り組んでいるところである。 
現在草案中の「第 9 次社会経済開発 5 カ年計画（2011～2015）」においても、国民の健康管

理に係る食品衛生と安全の確保、農水産食品の食品衛生と安全の改善が引き続き盛り込まれ

る見込みである。 
 
(3) 食品安全セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 

わが国の対ベトナム国別援助計画における重点分野の 1 つである「社会・生活面の向上と

格差是正」において、安全な農林水産物の供給を含む農業技術普及が重点項目に挙げられて

いる。2008 年、日越経済連携協定（EPA 協定）締結に際し、SPS に関する両国間の協力、連

携がうたわれたことを踏まえ
2
、食品安全確保に関する SPS センターの設立への協力を目的

とした要請がベトナム側からなされたものの、同センター構想については、詳細な機能・実

施体制等が具体的ではなかったことから、専門的な見地から十分な検討を経て実施すべきと

の考えを踏まえ、わが国は 2009 年 10 月から食品衛生･安全管理に係る政策・制度の助言を行

う SPS 政策アドバイザーを専門家として派遣した。同専門家の活動を通じ、ベトナム政府内

における SPS をめぐる現状と課題、さらに SPS センター設立に向けてのベトナム側の人的、

予算的配置及び考え方が明確になった。特にベトナム側における農水産食品の検査体制とし

ては輸出検査に重きが置かれ、国内食品の安全性確認のためのモニタリング検査の実施は、

対象の地域、食品群、検査項目、実施時期が限られているため農水産食品の安全性把握が難

しいという課題が認められ、多種多様な農水産食品のモニタリング検査体制の強化が求めら

れていることが明らかになり、農水産食品の安全性確保のために不可欠な農薬・抗生物質・

重金属等の残留物質や微生物等の検査体制を強化し、検査官の技能を向上させることが重要

と思われることから、さらに 3 年間に及ぶ技術協力プロジェクトを通じてベトナム側の人的

及び体制の強化を図るものである。 
なお、本案件は、対ベトナム国事業展開計画において、「農業技術普及・地方インフラ整

備等プログラム」に位置づけられている。 
 
(4) 他の援助機関の対応 

WTO/SPS 協定第 9 条には、二国間または国際機関を通じた技術援助の促進が規定されてお

り、アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）やカナダ国際開発庁（Canadian 
International Development Agency：CIDA）等 SPS に関するワークショップや農産物の安全性

                                                        
2 ＜SPS にかかる日越合意＞ 
 日越経済連携協定は、2008 年 12 月 25 日に署名され、その第 5 章、衛生植物検疫措置（SPS）で、その要旨として、衛生植

物検疫措置に関する照会のための照会所を双方に設置すること、衛生植物検疫措置に関する情報交換、科学的協議及び協力

に関する議論などを行う協議メカニズムを設置することを定めている。 
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に関する体制の整備、マネジメントにかかる研修の実施など数々の協力がなされている。 
 

３．事業概要 

(1) 事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
本事業は、①パイロットサイトにおける農水産食品に係る検査能力の向上及び、②農水産

食品の安全性に係る国家モニタリングプログラム（リスクに即した食品衛生検査体制）の改

善、並びに③農水産食品の安全性確保に係る人材育成を通じて、農林水産品質管理局（National 
Agro-Forestry Fishery Quality Assurance Department：NAFIQAD）における農水産食品の安全性

に係る継続的な検査体制の構築並びに強化を目的としており、もって農水産食品の安全性に

係る国家モニタリングプログラムの拡充に寄与するものである。 

 
(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

農業農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural Development：MARD）の関連部局：国際

協力局 SPS オフィス、NAFIQAD3
、NAFIQAD Branch4（ホーチミン市）、6（カントー市）及

び両 Branch の所管地域 

 
(3) 本事業の受益者（ターゲット・グループ） 

MARD：国際協力局 SPS オフィス、NAFIQAD、植物防疫局（Plant Protection Department：
PPD）、動物衛生局（Department of Animal Health：DAH） 

 
(4) 事業スケジュール（協力期間） 

2011 年 11 月～2014 年 10 月を予定（計 3 年間） 

 
(5) 総事業費（日本側） 

約 3 億 5,000 万円 

 
(6) 相手国側実施機関 

MARD：国際協力局 SPS オフィス、NAFIQAD、PPD、DAH 

 
(7) 投入（インプット） 

1) 日本側 

① 長期専門家：チーフ・アドバイザー(36Ｍ/Ｍ)、業務調整/研修計画(36Ｍ/Ｍ) 
② 短期専門家：プロジェクトの効果的な実施のため、必要に応じて、残留農薬、残留動

物医薬品、重金属、アフラトキシン、微生物、サンプリング、GLP（Good Laboratory 
Practice：試験所精度管理）、モニタリング計画など 8 分野 

③ 本邦及び第三国研修 27 名程度を予定 
④ 現地国内研修 OJT（On-the-Job Training）並びに関係者へのエコートレーニングを実

                                                        
3 NAFIQAD は、検査官や行政官や幹部、総務部門を含め、組織全体としては約 450 名（このうち、プロジェクトの直接対象

となる幹部管理、検査、分析部門は約 300 名）。 
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施予定 
⑤ 機材供与（プロジェクト活動に必要な機材供与） 
⑥ 現地活動費 

2) ベトナム側 

① カウンターパート（C/P）の人材配置 
・プロジェクト・ディレクター（MARD NAFIQAD 局長クラス） 
・プロジェクト・マネージャー（MARD NAFIQAD 副局長クラス） 
・カウンターパート（MARD内の関係部局として、国際協力局 SPSオフィス、NAFIQAD、

PPD、DAH） 
② プロジェクト実施に必要な執務室及び施設設備の提供 
③ パイロットサイト及び既存の機器、試薬、消耗品、活動予算、輸入機材関税支払い、

供与機材の維持管理費 
④ その他 (a) 運営・経常費用、(b) 電気、水道などの運用費、(c) その他 

 
(8) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 
① カテゴリ分類：Ｃ 
② カテゴリ分類の根拠：本事業による環境への影響などはない。 

2) ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減  
農水産食品の衛生確保は、最終的に国民の健康保護に寄与するものであり、危害にさら

されやすい貧困層や妊婦、子ども、老人の健康保護に資することができる。このように、環

境（食の安全面）、ジェンダーという点にも配慮したプロジェクト・デザインとなっている。 

3) その他 
特になし 

 
(9) 関連する援助活動 

1) わが国の援助活動 

SPS センター設立に係る無償資金協力との連携により、SPS 協定履行に必要な食品の安全

確保対策の強化を図る。 
2) 他ドナー等の援助活動 

CIDA が安全作物プログラムで NAFIQAD ラボへの設備供与や研修を実施しているほか、

ADB が 2011 年以降に食品安全プログラムを実施予定である。本プロジェクト及び SPS セン

ターの建設・機材供与の実施に際してはこれらドナーとの役割分担に配慮するとともに、相

乗効果発現に向けた連携策を検討することとする。 
 

４．協力の枠組み 

(1) 協力概要 

1) 上位目標 

農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが拡充することにより、農水産

食品の安全性の改善に寄与する。 
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指標：農水産食品の安全性に係る国家モニタリング統計の作成及び更新 
2) プロジェクト目標 

NAFIQAD において、農水産食品の安全性を継続的に検査する体制が構築、強化される。 
指標：①国家モニタリングプログラムを実施する NAFIQAD の担当部署並びに支所が規定さ

れる。 
   ②国家モニタリングプログラムの実施計画が試行され、その評価の結果抽出された重

点項目に沿って翌年度の実施計画が策定される。 
3) 成果及び活動 

成果 1： NAFIQAD の試験所における農水産食品に係る検査能力が向上する。 
指標 1-1 パイロットサイト（対象省はプロジェクト開始後選定）における検査対象が、水

産食品のみならず農産食品にも拡がる。 
指標 1-2 パイロットサイトにおける検査項目数が XXXX に増加する

4
。 

指標 1-3 承認された標準作業手順書（SOP）が整備される。 
活動 1 ①ターゲット・グループに対して、配属の職員に対するサンプリング、GLP を含

めた検査技術研修を実施する、②（高度分析機器を活用した）新たな検査方法に

係る研修を NAFIQAD Branch4 及び 6 にて実施する、③NAFIQAD の職員に対して

試験所精度管理（GLP）研修を実施する、④検査手法の標準化のために、SOP を

制定または改定する。 

 
成果 2： 農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが改善される。 

指標 2-1 リスク評価
5
を行うためのデータベースが整備される。 

指標 2-2 年間検査計画及び結果の公表様式が規定される。 
活動 2 ①日本において、C/P に対する行政研修を実施する、②行政研修の成果を元に、

モニタリングプログラムの項目及び実施体制を選択・分類する、③パイロットサ

イトにおいて、活動 2-②を踏まえたモニタリングプログラムを試行し、データベ

ースの評価方法を策定する、④活動 2-③の試行結果を参考にしつつ、データベー

スの施策反映プロセスを盛り込んだ国家モニタリングプログラムを策定する。 

 
成果 3： 農水産食品の安全性確保に係る政府担当者(MARD 国際協力局 SPS オフィス、

NAFIQAD、PPD、DAH)が育成される。 
指標 3-1 食品衛生行政研修を受講した職員のうち、50％以上が国家モニタリングプログラ

ムの運営・改善に従事する。 
指標 3-2 OJT で習得した各研修項目について、少なくとも 1 名がトレーナーとなり、エコ

ートレーニングを実施する。 
活動 3 ①本邦研修受講者を対象に、パイロットサイトにおいて OJT を実施する、②OJT

にて技術を習得した C/P が、他の試験所の中核技術者を対象に、エコートレーニ

ングを実施する。 
                                                        
4 現状と市場の要求に応じて、ターゲットとする検査項目の目標数はプロジェクト開始の早々に協議して決めることとする。 
5 数多くの食品の検査結果をデータベース化し、食品ごと、生産地域ごと、生産時期ごと、事業者ごとのリスクを導き出すた

めの評価を意図。これをもとに、ハイリスク食品については、検査強化及び指導強化につなげようとするもの。 
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4) プロジェクト実施上の留意点 

・指標の基準値・目標値については、R/D 締結時あるいはプロジェクト開始時、さらに中間

評価時点で、ベトナム側と協議し、妥当性及び進捗の確認及び見直しを行う。 
・成果 3 は人材育成を通じて、成果 1 及び 2 の、「検査体制の強化」と「国家モニタリング

プログラム改善」に資するものであり、活動 1 及び 2 の進捗を考慮しつつ実施すること

とする。 
 

(2) その他インパクト 

WHO/SPS 協定の履行に向けて国内及び輸出用の安全な農産物の供給が可能となる。 
 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

(1) 事業実施のための前提条件 

・プロジェクト実施に不可欠な関連機関の組織機構及び人材が確保される。 
 

(2) 成果達成のための外部条件 

・研修を受講した人材が各配属先で引き続き勤務し、周囲の関係者にその技術、知識を移転

する。 
 

(3) プロジェクト目標達成のための外部条件 

・べトナムの食品安全政策の方向性が変更されない。 
・べトナムにおいて深刻な健康被害が発生しない。 

 
(4) 上位目標達成のための外部条件 

・国家モニタリング検査実施のための予算が確保される。 
・MARD 傘下のラボ及び関係者が役割を適切に果たす。 

 

６．評価結果 

本事業は、ベトナムの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

「チリ共和国食品安全国家プログラム強化プロジェクト」（2005 年～2008 年）の終了時評価では、

ラボ（検査室）の検査・分析の発展のために、適切なラボ（検査室）施設、機材、技術者に加え、

機材の継続活用や機器の保守管理のための予算を確保する必要があるとし、また、モニタリング

計画の確実な実施のための継続的な研修プログラム、及びモニタリング実施結果について関連食

品製造業者へフィードバックする体制並びに、そのモニタリング情報を広く国民に共有できるよ

うなシステムの検討が必要であるとしていた。加えて、すべてのラボ（検査室）における検査部

門から独立した信頼性確保部門さらに外部精度管理システムを設置することが望ましいといった

食品検査・分析に関する提言がなされていた。本事業は、これらの教訓を踏まえ、プロジェクト

実施にあたっては実施から結果のフィードバックまでを包括する形で活動計画を策定することと
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する。また、国家モニタリングプログラムの確実な実施のための体制を構築する観点から、ベト

ナム国内でも農水産食品の取扱量や項目が多くラボの人材や施設が整備されている NAFIQAD 
Branch 4 と 6 をパイロットサイトに選定した。 
 

８．今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

4. (1)のとおり。 
(2) 今後の評価計画 

事業中間時点：中間レビュー 
事業終了 6 カ月前：終了時評価 
事業終了 3 年後：事後評価 
 





第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の背景と目的 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）の経済はこの 10 年間でめざましい発

展を遂げ、食料供給量も増加しているが、食品の安全・衛生面に関しては政策制度の未整備や管

理者の能力不足等の問題から、適切な管理がなされているとは言い難い状況にある。管理能力の

不足は感染症や食中毒の原因となって、特に子どもや妊婦、老人といった弱者が健康被害を受け

る危険性が高い。食品輸出はベトナムの重要産業の 1 つであるが、平成 21 年（2009）度のわが国

の輸入食品にかかる違反事例をみると、アジアでは中国に次ぎ、ベトナムからの輸出食品に関す

るものが多かったなど、ベトナムの輸出食品に対する信頼性が低下するリスクを抱えている。こ

のため、ベトナム政府は、安全な食品の供給を緊急かつ重要な課題の 1 つと位置づけている。さ

らに、ベトナムは 2007 年に WTO の加盟国となり、物資や人の国境を越えた自由な往来がさらに

活発になりつつある状況下で、国際標準に沿った安全な食品を人々に供給することが急務となっ

ている。ベトナム政府は施設や法制度の整備を通じてこれらの状況に適応した社会・制度を構築

していく必要性に直面しており、その一環として、WTO/SPS 協定〔衛生植物検疫措置協定：Sanitary 
Phytosanitary（SPS Measures）〕で確保される衛生保護基準を満たすため、安全な食品を人々に供

給するうえで必要となる食品等の試験や研修及びリスクアセスメントを行う機関として SPS セン

ターを設立することを掲げている。 
ベトナム政府は、効果的かつ持続的な食品衛生管理体制を構築するうえで、適切な検査･モニ

タリング体制の確立が極めて重要であり、その強化に向けて日本の知見・経験が必要であるとし

てわが国の技術支援を要請した。2008 年 12 月に発効した日越経済連携協定（EPA 協定）におい

ても、ベトナムの食品衛生管理及び動植物検疫に係る能力向上のための技術協力を行うことが明

記されている。 
これを受け、わが国は 2009 年 10 月から食品衛生･安全管理に係る政策・制度の助言を行う SPS

（衛生植物防疫）政策アドバイザーを派遣し（任期は 2011 年 10 月まで）、SPS に関連する政府

及び関連機関の実態調査、SPS センター構想に係るベトナム側との協議、及びわが国協力枠組み

の検討等を進めてきた結果、ベトナム側は、SPS センターを食品衛生検査及び検査結果の分析等、

食品衛生モニタリング検査の中核拠点として創設をはかることとなった。 
本案件は、同専門家のこれまでの協力成果を基盤に、将来の SPS センターへの寄与を見据え、

農水産食品の安全性確保のために農薬・抗生物質・重金属等の残留物質や微生物等の検査体制を

強化し検査官の技能を向上させることを目的として実施するものであり、今般 JICA は、以下に

示す目的のため、詳細計画策定調査団を派遣した。 
 

〔調査目的〕 
① SPS 政策アドバイザー（2009 年 10 月～2011 年 10 月派遣）からの情報、提言、成果を最大

限生かしつつ、ベトナムの国家政策「Comprehensive Development Design for the Health System 
in Vietnam to 2010 and Vision by 2020」及び 2011 年 7 月施行の「食品安全法」、「WTO/SPS 協

定の履行促進に関する国家アクションプラン（NO.147/2008/D-PM）」の方向性に整合するプ

ロジェクトデザインを検討する。 
② 協力対象施設の能力及びニーズに十分留意したプロジェクト・デザインを検討する。 
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③ 農業農村開発省及び保健省の関連部署や関連の開発パートナー等より情報収集を行い、コ

ミットメントの程度や動向について留意したプロジェクト・デザインを検討する。 
④ 協力内容、ベトナム側・日本側双方の責任・役割分担、プロジェクト開始までに行うべき

作業とそのスケジュール等について確認し、ベトナム側・日本側双方で合意した事項をミ

ニッツとして取りまとめ、署名交換をする。 
 
１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 牛尾 光宏 JICA 人間開発部 技術審議役 

食品安全検査体制 仲庭 裕司 厚生労働省 医薬食品局 食品安全部監視安全課 

アドバイザー 遠藤 泰吾 SPS 政策アドバイザー 

協力計画 中岡 香里 JICA 人間開発部保健第二グループ保健第三課 

評価分析 松本 彰 A&M コンサルタント有限会社 代表取締役 

アドバイザー 狩俣 茂雄 農業農村開発アドバイザー 

協力計画 五月女 淳 JICA ベトナム事務所 

 
１－３ 調査日程 

日 程 行 程 

7 月 24 日 日 成田→ハノイ 

8:30 JICA ベトナム事務所との打合せ 

10:00 農業農村開発省 国際協力局、SPS Office、タスクフォースとの協議7 月 25 日 月 

13:00 団内打合せ 

9:00 動物衛生局への表敬、協議、視察 

11:00 在ベトナム日本国大使館への表敬 7 月 26 日 火 

14:00 植物防疫局への表敬、協議、視察 

9: 00 SPS Office, NAFIQAD との協議 
7 月 27 日 水 

14:00 ハノイ→ホーチミン 

9:00 NAFIQAD Branch 4（ホーチミン）への表敬、協議、視察 
7 月 28 日 木 

14:00 農業農村開発省 副大臣への表敬 

8:00 ホーチミン→カントー 
7 月 29 日 金 

13:30 NAFIQAD Branch 6（カントー）への表敬、協議、視察 

5:00 水上マーケット視察 
7 月 30 日 土 

12:00 カントー→ホーチミン 

7 月 31 日 日 終日 資料整理 

8:30 ミニッツ協議（NAFIQAD Branch 4） 

13:00 ミニッツ署名式 8 月 1 日 月 

 ホーチミン発 

8 月 2 日 火 成田着 
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１－４ 主要面談者 

＜JICA＞ 
JICA ベトナム事務所 
・清水 暁 次長 
・五月女淳 所員 
・Ms. Huong ナショナルスタッフ 

 

＜先方政府関係者＞ 
農業農村開発省（MARD） 
・Mr. Luong Le Phuong （MARD 副大臣） 
・Mrs. Hoang Thi Dzung Deputy Director General, ICD, MARD（SPS オフィス局長 

 も兼任） 
・Dr. Nguyen Nhu Tiep （NAFIQAD 局長） 
・Dr. Le Thanh Hoa Vice Director, Viet Nam SPS Office, MARD 
・Mr. Tran Dang Ninh Head of Lab Division, NAFIQAD 
・SPS タスクフォースメンバー （PPD, DAH, MOIT 等、MOH からは欠席） 

 

動物衛生局（DAH） 
・Ms. Tran Thi Thu Phuong Officer of Planning Department for International Cooperation, 

 DAH, MARD 他 
 

植物防疫局（PPD） 
・Ms. Tong Mai Sun Deputy Director, Planning Division, PPD 
・Ms. Ha Thanh Huong Plant Quarantine Division, PPD 
・Mr. NguyenThi Anh Tuyet Senior Officer, PPD, MARD 

 

NAFIQAD 本部 
・Mr. Tran Dang Ninh（Head, Lab Management）他 

 

NAFIQAD Branch 4： 
・Mr. Nguyen Duc Hung （所長） 
・Mr. Le Duy Binh （副所長）他 

 

NAFIQAD Branch 6： 
・Mr. Nguyen Chinh （所長） 
・Mr. Pham Van Hung （副所長、検疫担当）他 
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第２章 詳細計画策定調査結果 
 
２－１ ベトナムにおける食品安全検査体制の事情 

（１）食品安全確保の取り組み 
ベトナム政府の食品安全に関する本格的な取り組みは、規制のよりどころとなった食品

安全法令の公布が 2003 年 7 月と、歴史的にはそう長くはない。その後、2006 年、首相決

定による「2010 年までの食品安全確保のための行動計画」、翌 2007 年には「食品の安全

確保のための緊急対策に関する首相指示」の公布、2008 年には「食品安全に関する政令」

の公布及び「SPS 協定実施促進に係る国家行動計画」の公布（首相決定第 147 号）が行わ

れているが、この分野における取り組みは、ベトナムの WTO 加盟に伴う SPS 協定履行が

1 つの動議づけとなっているといえる。 
また、これと相まって 2008 年の中国産乳製品のメラミン汚染事件は、ベトナム国民の

食品安全意識の高まりの契機となり、特に、近年は農水産食品やその加工品について微生

物汚染や残留農薬に対する関心がより一層高まっている。 
このような背景のなか、食品安全法が 2011 年 7 月 1 日に施行され、政府関係機関の食

品安全に関する取り組みは一段と高まっている状況である。 
 

（２）食品安全管理の所掌 
食品安全を所管する省庁は、食品安全法により従前の組織体制が整理され、中央省庁で

は保健省（Ministry of Health：MOH）、農業農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural 
Development：MARD）及び商工省（Ministry of Industry and Trade：MOIT）の 3 省が担当し、

地方省では、人民委員会がその管轄地域における食品安全管理を担当することとされた。

食品等の安全管理の分担は以下のとおり。 
１）農業農村開発省（MARD） 

穀物、食肉類及び食肉を使用する製品、水産物、水産物を使用する製品、野菜、根菜、

果物及び野菜、根菜、果物を使用する製品、卵、卵を使用する製品、原乳、蜂蜜、蜂蜜

を使用する製品、遺伝子組み換え食品、塩、その他政府の規定による食品の安全管理。 
２）保健省（MOH） 

食品添加物、加工助剤、密封された飲料、ミネラルウォーター、機能性食品、その他

政府の規定による食品の安全管理。  
３）商工省（MOIT） 

酒類、ビール、清涼飲料水、加工乳、植物油、粉加工製品、澱粉加工品、その他政府

の規定による食品の安全管理。 
 

＊ 各省は、管轄範囲における食品生産、食品加工及び食品取引の過程において使用する器具容器包装

を担当。なお、食品に係る生産、輸出入、取引の過程における監査、検査、処分もそれぞれの省が担

当する。 

 

（３）検査体制 
MARD においては農林水産品質管理局（National Agro-Forestry Fishery Quality Assurance 
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Department：NAFIQAD）、植物防疫局（Plant Protection Department：PPD）及び動物衛生局

（Department of Animal Health：DAH）があり、それぞれ政策部門と試験検査部門がある。 
NAFIQAD は、旧水産省の内部機関の一部が 2007 年の省庁統廃合により、MARD に新設

された機関で、農林水産品に対する安全性保証の役割をもつ。水産食品の検査については、

従来から輸出検査における実績があり技術的にも一定の評価ができるが、食肉や野菜など

農産食品については早急な体制整備が求められている。全国に 2 カ所の地域事務所及び検

査機能をもつ 6 カ所の Branch が設置されている。 
PPD の主要業務は、植物に係る疾病管理と薬品管理であり、国内及び輸出入における植

物防疫に係る政策立案と実施、農薬の使用管理に係る調査研究、農薬及びその取扱いに係

るライセンス業務、指導及び農薬の適合性試験。食品衛生検査は、監視部門として植物防

疫農薬課、試験検査部門としてハノイとホーチミン市（Ho Chi Minh City：HCMC）に農薬

コントロールセンター（NPCC、SPCC）が配置され、農産物中の残留農薬や重金属検査、

微生物検査などが行われているが、検査機能はあまり高くない。 
DAH の主要業務は、動物に係る疾病管理と薬品管理であり、疫学、検疫、獣医衛生、家

畜農場と畜産農場及び食肉加工場の衛生基準策定、家畜、畜産農場の登録及び監視、動物

医薬品及びワクチンの管理。食品衛生検査は、監視部門として動物検疫監視課（DAQI）、

試験検査部門としてハノイと HCMC に国立衛生監視センター（NCHI）が配置され、動物

性食品中の細菌、抗生物質、アフラトキシン、乳関連食品のメラミンなどの検査が行われ

ているが、PPD 同様、検査機能はあまり高くない。 
地方省人民委員会には、MARD の業務に関連する部署として農業開発局（DARD）があ

り、NAFIQAD、PPD、DAH の業務に関連する Sub-Department がそれぞれ配置されて食品

安全業務も担う。 
MOH にあっては、食品局（VFA）が政策部門、国立食品管理研究所（NIFC）が試験検

査部門を担当する。NIFC は、2009 年に国立栄養研究所から独立した機関で、食品衛生の

ほか栄養分析などの検査も行うとともにリファレンスセンターとしての機能ももち、食中

毒菌や毒素の検査及び食中毒の原因調査も行っている。しかし、施設や人員等の増強はま

だ十分とはいえない。地方省人民委員会には、MOH の業務に関連する部署として Sub-食
品局のほか試験部門には医療予防センター（MPC）及び監視部門の保健局（DOH）がある。

また、省の区レベルでは、保健局（DOA）があり、MPC が試験部門を兼ねる。 
商工省では、輸入輸出政策局が SPS 関連業務、貿易に係る政策策定、輸出業者及び貿易

に関係する企業への証明に業務を担当する。食品関連の検査機関に食品工業研究所（FIRI）
があるが、食品加工に利用する科学技術、バイオテクノロジーに係る研究開発、農産物を

原料にする食品加工技術、発酵技術、遺伝子技術等の分野における研究、食品・飲料水の

工業化に関する技術移転などの事業が主体であり、食品衛生分野の検査はあまり行われな

い。 
また、食品安全法による所掌には含まれていないが、科学技術省（Ministry of Science and 

Technology：MOST）も食品安全の試験検査を実施している。MOST は技術基準規格法、

製品商品品質法、測定法令を所管し、基準の設定や検査機関の認定、製品の品質管理に関

する業務を行う。内部機関の品質基準総局（STAMEQ）は食品安全基準の設定を担当し、

傘下のベトナム認証センター（QUACERT）がベトナム基準、外国基準、国際基準、地域
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基準に基づく製品認証、ISO、危害分析重要管理点（Hazard Analysis Critical Control Point：
HACCP）、製造管理及び品質管理の基準（Good Manufacturing Practice：GMP）等国際基準

に基づくマネージメント認証、関連の研修事業を行う。また、検査機関として品質保証検

査センター（QUATEST 1～3）がベトナム北部、中部、南部に配置され、食品栄養分析、

環境検査、水質検査のほか食品衛生検査も実施している。設備的にも整っており、他機関

からの依頼検査も多い。 
 

（４）検査の状況 
ベトナムにおける食品衛生検査は、前記の所掌に従って各省傘下の検査機関で行われる

が、MARD 及び MOH がその主体となる。 
MARD では、農水産食品の輸出入時及び国内において残留農薬、動物医薬品、重金属、

微生物、毒素などの衛生検査が行われ、国内における生産段階、加工段階及び市場など流

通段階におけるモニタリング検査も行われている。しかし、検査体制としては輸出検査に

重きが置かれ、国内食品の安全性確認のためのモニタリング検査の実施は、対象の地域、

食品群、検査項目、実施時期が限られているため農水産食品の安全性把握は難しく、多種

多様な農水産食品のモニタリング検査体制の強化が求められている。 
MARD での食品衛生検査は、前記 3 局の計 10 機関において実施されているが、施設や

組織の大きさと検査実施能力には差があり、また、いずれの機関でも検査機器の充実と検

査員の検査技術の向上が求められている状況である。これらのうち、ホーチミン市とカン

トー省に配置される NAFIQAD の Branch 4 及び 6 は、特に貿易が盛んなベトナム南部の地

域性もあり、検査実績も多く施設的にも技術的にも他の検査機関よりも充実しておりかつ

今後の重要な検査拠点としても位置づけられている。 
 

魚の冷凍加工工場でのサンプリング 理化学検査室（NAFIQAD Branch4） 
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分析機器（NAFIQAD Branch6） 微生物検査室（NAFIQAD Branch4） 

 

一方、MOH では食品添加物のほか残留農薬、動物医薬品、重金属、微生物、毒素など

の衛生検査も行われるが、管轄の食品や添加物などを対象として輸出入時及び国内の市場

やスーパーにおける検査となるため、MARD の検査対象とは基本的に異なり、農水産食品

の安全性確保に関しては MARD の検査増強が特に重要となる。 
 
２－２ 調査時における各機関との協議内容・調査結果概要 

今回の詳細計画策定にかかる各関係機関での協議内容、結果は以下のとおり。 
 

２－２－１ ICD（国際協力局、農業農村開発省） 
本プロジェクトの実施機関であり、国際協力に関する受け入れ窓口である ICDを訪問。なお、

同局内に SPS 事務局が設置されており、ICD の次長（会議にも出席）が、同 SPS 事務局のヘッ

ド（室長）も兼務。会議では出席者の自己紹介（同会議には SPS タスクフォースメンバーであ

る NAFIQAD、PPD、DAH、MOST からもメンバー出席）、本調査団の目的の説明の後、まず

調査日程の確認を行った。その後、SPS 事務局から本プロジェクトの概要について説明し（遠

藤専門家作成の PPT 資料を基にして）、情報共有、理解促進を図るいい機会となった。なお、

今回、農業農村開発省の副大臣にも別途、面談できる機会もあり、ベトナム側の意欲や協力体

制は堅固なことが伺い知れた。 
 

２－２－２ DAH（動物衛生局、農業農村開発省） 
同局から、ベトナムにおける家畜衛生にかかる行政組織や活動につき説明。その後、質疑応

答や、本件への要望等を聴取。面談後、同局のラボを視察（試験所の現状は２－５－１「食品

安全検査体制の観点から」の記載を参照）。 
 

２－２－３ PPD（植物防疫局、農業農村開発省） 
同局に関する組織構造や機能、活動にかかる説明を受けた後、質疑応答や、本件への要望等

を聴取。PPD からは、本プロジェクトにかかる研修内容や機材供与有無についての質問あり。

また NAFIQAD が本邦研修に参加するのではなく、PPD からも本邦研修に参加できるのかとの

質問あり。面談後、同局 PPD 及び同局に隣接されている植物防疫局北部農薬管理センター
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（Northern Pesticide Control Center：NPCC）のラボを訪問視察（試験所の現状は２－５－１「食

品安全検査体制の観点から」の記載を参照）。 
 

２－２－４ NAFIQAD 本部（農林水産品質管理局、農業農村開発省） 
同局から組織の概要及び本件への要望の説明の後、調査団から質疑応答を行った。 
なお NAFIQAD に属する職員数や、2011 年度の国家モニタリング計画については資料を後ほ

ど入手し、結果分析した表は以下のとおり。 
さらに質疑応答の後、調査団からは 7 月 27 日面談の際には本件のフレームワーク（PDM）

及び M/M ドラフト案の説明とベトナム側からのコメントや修正を行っており、また現地調査

の最後、 8月 1 日には最終協議を行い、 M/M 並びに添付資料につき双方で合意し署名を行った。 

表－１ NAFIQAD 職員数 

地域事務所 
職員 本部 

南部 中部 
支所 1 支所 2 支所 3 支所 4 支所 5 支所 6

1. 管理部門 4 2 2 2 3 2 3 3 3 

2. 総務部門 31 1 1 11 9 15 29 28 29 

3. 検査部門 18 8 10 12 21 16 26 

4. 分析部門 5 
4 1 

10 13 10 40 30 44 

Total 58 7 4 31 35 39 93 77 102 
出所：NAFIQAD 本部からの入手資料並びに支所 4＆6 にて入手の資料から抜粋、作成 

表－２ 国家モニタリングサンプルの推移データ（水産部門） 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 
（計画） No. Program 

対象地

域/省 

サンプ

ル数 

対象地

域/省

サンプ

ル数

対象地

域/省

サンプ

ル数

対象地

域/省

サンプ

ル数

対象地

域/省 

サンプ

ル数 

対象地

域/省

サンプ

ル数

1 

Sanitation 
Monitoring 
Program for 
bivalve mollusk 
production areas 

*18/8 1677 *16/8 1733 *15/8 1344 *16/9 2889 *16/9 3218 *16/9 2883

2 

Monitoring 
Program for 
certain substances 
and residues 
thereof in 
aquaculture fish 
and products 
thereof 

35 2860 35 3325 35 3816 36 3990 36 4075 37 3648

3 

Post-harvesting 
monitoring 
program on 
raw-material 
fisheries products 

- - - - 30 1244 33 517 24 461 35 1170

モニタリング総数 4537 5058 6404 7396 7754 7701 
出所：NAFIQAD 本部からの入手資料並びに支所 4＆6 にて入手の資料から抜粋、作成 
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表－２のとおり、国家モニタリングに関して、2006 年からのサンプル数の推移が同表から読

み取れ、2011 年の計画まで含まれている貴重なデータである。このデータでみると、ここ数年、

毎年サンプル検査数が著しく増加しているが、このことはベトナム側が食品安全にかかる体制

を強化していることを示すと考えられ、評価できる。なお 2011 年の計画では、水産では生成

品にかかるサンプル数が昨年対比、約 3 倍の 1,170 サンプルを計画しているのが大きな特徴で

ある。 
 

２－２－５ NAFIQAD 支所 4（ホーチミン）並びに支所 6（カントー） 
各局訪問の際には、各局からパワーポイント資料で活動などが説明され、その後、調査団か

ら質疑応答を行った。その後、NAFIQAD4 並びに 6 の各館内ラボを訪問（試験所の現状は２－

５－１「食品安全検査体制の観点から」と表－３「実施機関の概要表」の記載を参照）。 
また調査団からは、本プロジェクトの構想、特に各機関に関係する活動をはじめ PDM の説

明、さらに活動開始に係る依頼事項や確認事項等を詳細説明し、合意を得た。 
 

２－３ 援助機関の協力状況 

WTO/SPS 協定第 9 条には、二国間または国際機関を通じた技術援助の促進が規定されており、

国際機関や先進諸国にあっては、食品安全ないし SPS に関するワークショップや動植物の検疫分

野で数々の資金援助や技術援助が行われてきた。 
現時点で、本件と関係する安全作物案件として、CIDA 及び ADB の事業概況を以下に述べる。 

 
２－３－１ カナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency：CIDA）による安

全作物プログラム 
案件名は、“Food Agricultural Products Quality Development Control Project”。締結署名は 2005

年 6 月で、活動開始は 2007 年 3 月（なお、プロジェクトドキュメント、プロジェクト実施計

画、年次計画・予算の承認等は 2008 年 3～4 月）で、全体協力期間は 8 年間（2005～2013）な

がら、実際の支援協力は 2008 年からなので 5 年間。予算は 1,800 万カナダドル（2011 年 8 月

現在、1 カナダドル＝約 78 円）。事業実施機関は MARD（受け入れ窓口は NAFIQAD）、保健

省（MOH）や科学技術省（MOST）が協力機関。カナダ側の調整機関はカナダモントリオール

大学獣医学部。 
当該事業の目的は農水産食品の質、安全性、市場性の向上にあるとのことで、主な協力領域

は、①質向上（HACCP ガイドラインに準じた食品安全システム向上、VietGAP 推進等。標準

手順マニュアルや品質管理システムの開発作成支援）、②質と安全管理（食品安全にかかるラ

ボ整備、リスク分析等）、③生産の市場強化（安全作物にかかる意識啓発、民間生産業者への

市場調査や検査サービス向上等）。なお活動の 1 部として、NAFIQAD ラボへの機材供与や、

マネジメントにかかる職員研修も一部実施されている模様。全国からパイロット地域（16 省）

を選び、野菜、果物、茶等を対象に実施。 
 

２－３－２ アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）による食品安全プログラム 2 案件 
案件名は、“R-CDTA/R-PPTA Kingdom of Cambodia, The Lao People’s Democratic Republic, 

Socialist Republic of Viet Nam: Trade Facilitation: Improved Sanitary and Phytosanitary（SPS）
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Handling in Greater Mekong Subregion（GMS）Trade Project”。事業期間は 2016 年までとしてい

るが、まだ計画段階。本件は、ベトナムを含む地域協力（対象国は、ラオス、カンボジアとベ

トナムの 3 カ国）として SPS 強化に係るキャパシティ能力向上の協力（形態は借款及び無償、

さらに相手国政府との協調融資）。うち、ベトナムの場合、融資予定額 1,800 万ドル、並びに

協調融資 1,000 万ドル（まだ計画協議段階）と政府予算 300 万ドルで、事業実施機関は MARD
と MOH。当該事業では WTO/SPS にかかる推進が目的で、インフラ整備、人材育成、体制・制

度強化をめざした事業展開を計画している。なお、現行ベトナムでの事業展開は遅れ気味との

ことだが、2011～2012 年度ではまずはベトナム保健省を対象とした協力を行う予定で、MARD
からの要請や支援の必要性が認められた時点で 2012 年以降、SPS センター建物の建設を始め、

インフラ整備構想がある。 
もう１つの関連案件としては、“Quality and Safety Improvement of Agricultural Products Project”。

融資契約締結は 2009 年 4 月で、事業期間は 2009 年 6 月～2015 年 6 月までの 6 年間。総事業費

1 億 1,000 万ドルでジャパンファンドによる実施。事業実施機関は MARD。当該事業は、①農

産物の安全性/品質に関する法及び体制整備、②安全作物向けインフラ整備、③バイオガス開発

プロジェクトの３つのコンポーネントからなる。なお活動の 1 部として、NAFIQAD 下での食

の安全監視体制拡張、パイロット省での食品インデックスの導入、MARD/DARD 職員に対する

食の安全、認証制度管理に関する研修、GAP 生産基準の検証等が行われる模様。 
 
参考文献 
 CIDA (2009) Food Agricultural Products Quality Development Control Project presented at Coordination forum of 

food safety projects in Vietnam held on 24 February 2009 
 ADB (2010), Concept Paper “R-CDTA/R-PPTA Kingdom of Cambodia, The Lao People’s Democratic Republic, 

Socialist Republic of Viet Nam: Trade Facilitation: Improved SPS Handling in GMS Trade Project” 
 ADB (2008), Socialist Republic of Viet Nam: Preparing the Quality and Safety Improvement of Agricultural Products 

Project 
当該レポート中、以下のサイトからも資料をダウンロード可能： 
 http://www.acdi-cida.gc.ca/CIDAWEB/cpo.nsf/vLUWebProjEn/187D8C90CB1E8575852571BE003C86D2 
 http://www.adb.org/Documents/Reports/Consultant/39421-VIE/39421-VIE-TACR.pdf 
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２－４ 団長所感 

JICA 人間開発部技術審議役 牛尾 光宏 
 

本プロジェクトより早期にかつ包含するものとしてベトナム政府から要請があったものが

「SPS センター構想」であった。その背景に関しては既に多くの文書で記されているように、2007
年に WTO 加盟国となったこと、そして国際標準に沿った安全な食品を人々に提供することが急

務となっていること、さらに日本とのかかわりに関しては日越経済連携協定締結交渉がある。 
ところがその要請内容が必ずしも明確ではないことから、案件形成調査ミッションを派遣した。

そこでは SPS センターに関する機能について関係機関からさまざまな見解が表明されたところで

あるが、政府部内での調整が図られているとは言い難い状況であった。そこで SPS センターにか

かる協力の検討を行う前段階として長期の専門家を農業農村開発省（MARD）にある SPS 事務局

に派遣し、その専門家が関係機関及び現地 ODA タスクフォースとともに議論を重ねがら SPS セ

ンターの機能・体制についての構想を固め、その構想に基づいて SPS センターの支援を進めてい

くことになった。 
そして今回のプロジェクトは、SPS センター構想につながるがそれ単独としても成立する技術

協力として成立するように調整したもので、長期派遣専門家の努力が結実したものである。 
食品の安全性を確保するためには、「Farm to Table」という語に表現されるように生産から消

費の全工程において衛生状況が担保されなければならず、そのためには、生産者、加工者、輸送

保管者、販売者、消費者が行政とともに不断の共同作業を行う必要があり、その一番基礎となる

のが検査能力の向上である。国際的な食品の流通の拡大とともに国際的な基準を順守することが

WTO 加盟国として求められていることから、成果はベトナムの経済発展にも少なからず貢献する

のではないかと思うところである。 
 
２－５ 団員報告 

２－５－１ 食品安全検査体制の観点から 
厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課 仲庭 裕司 

 
（１）背景 

ベトナムにおいては、食品安全意識の高まり、WTO への加盟による SPS 協定の遵守の

必要性などから食品安全法が制定され 2011 年７月より施行されたところである。 
法の施行により、品目、業務ごとに所管する政府機関が設定されるなど一定の成果は上

がっているが、さらなる体制整備が必要である。そのなかでも検査能力の向上とその結果

を分析し国家レベルで対応する体制の整備は緊要の課題である。 
 

（２）国家レベルの検査体制の現状について 
食品安全の所掌は対象となる食品により異なり、複数の省にわたるが、今回のプロジェ

クトの対象となる農水産食品については MARD が所掌している。MARD 内で関係する局

は NAFIQAD、PPD 及び DAH があり、それぞれがモニタリング計画を策定し、実施するこ

ととなっているが、調査時点では一部の食品・項目でしか計画の策定はなされていなかっ

た。 
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（３）各試験所の現状について 
今回の調査では NAFIQAD・Branch 4（ホーチミン）、6（カントー）、PPD（ハノイ）及

び DAH（ハノイ）の 4 カ所の試験所について、ヒアリングと視察を行った。 
NAFIQAD・Branch 4 と 6 においては、水産品を中心として、モニタリング検査を計画に

従って実施していた。両試験所とも水産品に対する検査実績は検査項目、検体数ともに充

実しているが、農産物の検査については緒に就いたばかりであり、検査実績、体制ともに

不十分なものであった。検査に使用する機材についてもそれなりに充実しているが、通常

業務を行うためにフル回転している状況であった。両試験所とも多数の項目について ISO
の試験所認定を受けており、また国際的な精度管理試験にも毎年参加するなど、精度管理

も一定の水準に達しているものと考えられた。 
PPD においては、輸入食品にかかるモニタリング及び管理等を実施している旨の説明を

受けたが、その試験所では検査が活発に行われている様子はなかった。 
DAH においては主として家畜疾病に関する業務を実施している旨の説明を受けた。試験

所は改築中であり検査実施の様子を見ることはできなかった。 
 

（４）国家レベルの検査体制の向上について 
農水産食品について MARD で所掌している NAFIQAD、PPD 及び DAH の 3 局について、

それぞれがモニタリング計画を策定し、実施することとなっているため、現状では不十分

である。各局の本部レベルですべての食品・項目で計画の策定及びその計画が実施される

ようトレーニングする必要がある。 
 

（５）各試験所での研修実施の可否について 
本プロジェクトではパイロットサイトとなる試験所を選定し、研修等を実施する必要が

ある。今回調査した試験所のうち NAFIQAD・Branch 4 と 6 については、技術移転を予定

している検査項目に関連する項目を、精度管理も含め、既に実施している。また研修（OJT
及びエコートレーニング）用の検査機器を設置するスペースやその運転に必要な環境が

整っており、通常業務との整理が必要となるものの、パイロットサイトとして適切である

と考える。 
 

（６）本プロジェクトの必要性などについて 
本プロジェクトの実施により、ベトナム側が必要な検査能力を習得し、ベトナムにおけ

る農水産食品の国家モニタリングの質と範囲が充実することとなる。こういった能力は現

在のベトナム政府関係機関に不足しているものであり、高い必要性が認められる。 
実施可能性について、特に検討すべき点が多い検査技術の移転に関して整理すると、研

修に必要な環境などが整った試験所が存在し、当該試験所及びその所管部局より人員、予

算などの協力を得ることができることから、十分に実施可能なものであると考える。 
 

（７）結語 
本プロジェクトは、その目標である「NAFIQAD において、農水産食品の安全性を継続

的に検査する体制が構築、強化される。」を達成するに十分な計画が立てられており、さ
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らに上位目標である「農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが拡充す

る。」の達成も見込まれる。 
 

２－５－２ SPS 政策アドバイザーの観点から 
SPS 政策アドバイザー 遠藤 泰吾 

 
（１）技術協力プロジェクト形成のポイント 

日越経済連携協定（EPA 協定）に基づく SPS 分野への日本の支援としては、ベトナム

SPS オフィスとの協議において、現在のベトナムの優先課題をかんがみ食品安全分野への

協力が最も妥当であることとなり、近い将来創設が予定されている SPS センターにあって

も、食品安全確保のための中核試験検査機関及びリファレンス機関としての機能をもつこ

ととなった。 
このため、本プロジェクトは、SPS センター創設に先駆けて実施し、日本の食品安全に

係る検査技術を導入するとともに農水産食品全般の安全性把握が可能となる検査システ

ムを構築し、それを実施できる人材を育成することを核として組み立てられた。また、本

プロジェクトの成果は、将来の SPS センターにおいても活用されることが想定されており、

本プロジェクトは早期の実施が期待されている。 
 

（２）内容と方法 
技術移転項目として、残留農薬や動物医薬品、重金属、微生物、アフラトキシンが選定

されたが、特に、世界に約 900 物質が存在するといわれる農薬に係る残留検査は、できる

だけ多くの項目を一度に検査する技術と、微量分析における高い検査精度が求められるた

め、高度な検査方法と検査技術の移転が必要であるとともに、リスクに応じた検査項目の

変更にも対応できる検査方法開発の技術も必要となる。 
上記検査方法としては、高感度かつ高精度の機器分析法が多いため、それぞれの検査目

的に応じた適切なスペックをもつ液体クロマトグラフタンディム型質量分析装置（High 
Performance Liquid Chromatograph-Tandem Mass Spectrometry：LC/MSMS）やガスクロマト

グラフ質量分析装置（Gas Chromatograph-Mass Spectrometry：GC/MS）などの分析機器を使

用することが前提となる。パイロットサイトとなる NAFIQAD Branch 4 及び 6 に配備され

ている分析機器のなかには、本プロジェクトにおける研修に適切かつ使用も可能なものも

あるが、ルーチン業務において頻繁に使用されていることもあり、研修を実施するための

機器の供与が必要となる。 
また、上記の検査の信頼性を得るための技術として試験所精度管理（Good Laboratory 

Practice：GLP）、検査結果の評価の前提となる試験品のサンプリングに関する技術指導、

さらに、モニタリングプログラムを構築するための食品衛生行政研修が設定された。 
技術移転の方法としては、本邦研修、短期専門家による OJT（On-the-Job Training）及び

エコートレーニングの 3 段階の研修を通じて、検査員の技術向上、指導者養成及び技術の

浸透を図ることとした。本邦研修においては、C/P が帰国後に行うべき作業事項について

日本人専門家と十分検討することが重要で、C/P は、帰国後にベトナムの検査環境に合わ

せた試薬調製や分析機器のセットアップなどの準備を行う必要がある。その後、短期専門
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家による OJT において、これをレビューし検査実施標準作業手順書（Standard Operational 
Procedure：SOP）を完成させ、C/P を講師としたパイロットサイトでのエコートレーニン

グにおいて、他の検査機関の検査員を対象に検査実習を行うのが一連の流れとなる。 
 

（３）ベトナム関係機関の状況 
１）NAFIQAD 

本プロジェクトの実施機関となることもあり、局長以下本プロジェクトに対する取り

組みは意欲的であり、研修場所となる Branch 4 及び 6 における期待感も高い。 
Branch 4 及び 6 にあっては、他の機関に比べてルーチン検査業務が充実しており、検

査員も多く動きも活発で、試験室は十分な広さとはいえないまでも、研修場所として必

要なスペースは確保可能であり、供与機材の設置場所に問題はない。 
検査に必要な試薬、抽出カラム等の消耗品類の調達は、物にもよるがおおむね 1～2

週間で可能で、日数を考慮に入れれば必要な試薬等や検査部品等の入手に問題ないと思

われる。分析機器のメンテナンスは、自らによる日常点検と機器サプライヤーによる校

正を含む点検も実施しており、供与した機材の適正な継続使用については問題ないもの

と考える。 
また、有機溶媒の対処や有害微生物の対処など、検査員の作業環境衛生への配慮もあ

り、研修時の安全面に特に問題はないといえる。 
現在の NFIQAD における人員配置は表－４のとおりで、本プロジェクトにおける C/P

候補の問題はないといえる。また、モニタリング検査における検査検体件数及び検査実

施項目については別添 1、2 を参照。 

表－４ NAFIQAD の人員配置 
Regional 

authorities Staffs Head 
office 

South Central
Branch1 Branch2 Branch3 Branch4 Branch5 Branch6 Total

1. Management  4 2 2 2 3 2 3 3 3 24 

2. Administration 31 1 1 11 9 15 29 28 29 154

3. Inspector  18 8 10 12 21 16 26 116

4. Analyst  5 
4 1 

10 13 10 40 30 44 152

Total 58 7 4 31 35 39 93 77 102 446

 
２）SPS オフィス 

SPS オフィスは、首相決定により MARD 内に組織された機関であり、SPS 関連事項の

情報収集、国家情報ネットワークの運営や国際協力などの業務を行う。SPS センター構

想や本プロジェクトも含めた SPS 関連事項を所掌することから、本プロジェクトにおい

ては NAFIQAD 等関係機関の調整役となる。したがって、本邦研修やベトナムでの OJT
及びエコートレーニングの調整や人材の選定等に際し関与することとなるため、

NAFIQAD とよく連携して SPS オフィスとの対応を図ることが必要といえる。 
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３）PPD 及び DAH 
PPD 及び DAH は、協力機関として本邦研修、OJT、エコートレーニングへの参加が可

能となる。NAFIQAD が主体ではあるが、協力機関として積極的な参加が望ましいこと

から、本プロジェクトの理解を十分に促すことが肝要。 
 

（４）プロジェクト実施上の課題 
・ 本プロジェクトにおける研修は、本邦研修及び OJT を受ける C/P として、基本的な技能

を有する検査員が対象となる必要がある。一般に、ベトナム政府内の人選にあっては、研

修への適性のほか、役職や年齢の理由から選定されることもままあるため、事前にベトナ

ム側の理解を促す必要がある。 
・ NAFIQAD、PPD 及び DAH 本部では、英語によるコミュニケーションが可能だが、検査

機関の中堅検査員が必ずしもそうでない場合もある。この場合、本邦研修に参加する C/P
については、ベトナム語の通訳の手配を考慮にいれる必要がある。 

 

２－５－３ 農業農村開発アドバイザーの観点から 
農業農村開発アドバイザー 狩俣 茂雄 

 
（１）本技術協力案件要請までの経緯 

本技術協力案件がベトナム側より要請されるまでの経緯は以下のとおりである。 
１）ベトナム国内外からの食品安全確保への要請 

近年のベトナムは、年間 10％近い経済成長をみせ、特に都市部への人口集中が起こっ

ている。こうした都市部において、亜熱帯から熱帯という気候条件の下、食中毒の発生

の危険性が高まっている。さらに、経済成長を通じて生まれた比較的富裕な人々は、残

留農薬や食品添加物についての知識をもつようになり、より安全な食品を求めるように

なっている。このような情勢のなか、2008 年には中国においてメラミン入りの粉乳によ

る乳幼児の死亡事件が発生し、ベトナムに輸入されている粉乳にも混入されている疑い

が生じたため、国民の不安が高まった。 
一方、ベトナムは WTO 加盟を契機として、食品や農産品の輸出・輸入の増加が見込

まれている。特に、水産品の輸出は当国の重要な外貨獲得手段であり、農村地域におけ

る多くの人々の就労先でもある。野菜や果実等の農産品についても、政府として今後輸

出を伸ばしていく方針である。しかしながら、これらの輸入国における安全基準を満足

させるための検査体制の確立が遅れているため、しばしば円滑な輸出の障害になってい

るのが現状である。 
 

２）EPA 交渉を通じての日本への要請 
こうしたなか、日越経済連携協定（EPA 協定）に関する協議のなかで、国内の食品安

全及び農産物貿易を促進するため、その安全性確保に関する 2 つの具体的な協力案件の

要請がなされた。1 つは農産物、特に野菜の安全性確保に関するものであり、2 つ目は食

品安全確保に関する SPS センターの設立への協力である。前者については、2010 年 6
月より 3 年半を期間として、農業農村開発省作物生産局において「農産物生産体制強化
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計画」として技術協力が開始された。 
SPS センター設立構想は、首相から農業農村開発省（MARD）に指示があったとされ

ている。このため MARD では、日本にこの設立を依頼することとして、EPA 交渉のな

かで要請を行ったと思料される。当初の構想は、MARD のみならず保健省（MOH）の

所管である飲食店や小売店の食品衛生なども包括的に取り扱う機関として、内閣の下に

置くこととされていた。日本側としても、これに対する協力について積極的な検討を開

始したものの、その内容について不明な点が多かったことから、日本大使館より口上書

により疑問点を質することとなった。この回答によれば、このセンターは次のような機

能をもつこととなる。 
 

① 動物や植物の伝染病の診断（ウイルス、バクテリア、寄生虫など、食品の汚染や動

植物の病気の原因となるもの）DNA 鑑定を行うものも含む（有害な物質を見つけ出す

ために遺伝子バンクにあるものと比較することで確認する DNA 鑑定） 
② 残留物分析（有機や無機物の混合化学物質、抗生物質など作物栽培や畜産に使用さ

れるもの） 
③ 有害物の確認（バクテリアや菌類など、農林産物を保存・加工する過程で発生する

ものによる病気の発生） 
SPS センターの実験は、他の SPS 分野の専門実験室による実験結果の対照基準となる。

SPS センターは SPS に関する国家管理・監視機能を有する地域実験室のための専門家の

養成にも加わる。 
さらに、JICA においても、これらの回答に対してさらにこのセンターの業務の範囲や

人員確保に関する方法について質問を行った。 
ベトナム側では、これと並行して日本側に無償資金協力の要請の準備を進めることと

なった。この構想では、センターの建物、機材、人材育成を含めて 1,000 万 USD であり、

2012 年までに完成するものである。この要請書は、MARD から計画投資省（Ministry of 
Planning and Investment：MPI）へ提出された。 

 
（２）SPS アドバイザーの派遣 

SPS センター構想については、日本側は無償資金協力とこれに付随する技術協力につい

て積極的に検討することとなったものの、「各機関の既存の業務を超える業務」といった

表現のように具体性に欠けるものであることから、やはり専門的な見地から十分な検討を

経て実施すべきとの結論を得、日本側関係省である厚生労働省の協力を得て、SPS アドバ

イザーを個別専門家として派遣することをベトナム側に打診した。この要請は、ベトナム

側より 2008 年末に日本側に提出されたことから、2009 年度案件として採択され、派遣が

決定した。 
さらに、こうした専門家の業務やベトナム側の体制を確認するため、JICA より 2 次にわ

たる調査団が派遣された。これらの調査を通じて、アドバイザーはMARD国際協力局（ICD）

を C/P とすること、SPS センターの機能や規模を検討し、無償資金協力及びこれに付随す

る技術協力についての要請書の作成を支援することが確認された。一方この段階でベトナ

ム側からは、本件を内閣の下において保健省などとの共同で設立することは、手続き上困
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難であるとの見解があり、MARD の所管にかかる事項のみを実施する機関としたい旨の表

明があった。なお、アドバイザーに対する資料提供を目的として、食品衛生に関する関係

機関やドナーの活動を調査するため、JICA 事務所ではローカルコンサルタントによる資料

収集も行った。さらに、関係機関の SPS センター構想に対する理解を得るため、ワーク

ショップも実施された。本アドバイザーは 2009 年 10 月にベトナムに赴任した。 
 

（３）技術協力と無償資金協力の関係 
本件アドバイザーは、ベトナムの食品にかかる検査機関や関係省庁を調査した結果、検

査を行っているサンプル数や、検査機関の数、検査を行う職員の数が、ベトナムの食品の

衛生水準を高めるには極めて少ないこと、機関同士の連携も十分でないことなどから、無

償資金協力に先立ち、技術協力を実施するべきである旨提案を行った。JICA としてはこの

提案が適切であることから、ベトナム側とも協議を行い、技術協力の要請書の作成を行う

こととなった。 
ベトナム側は、当初食品衛生のみならず、動物衛生や植物の病気に関する事項も含めた

協力を提案したが、日本側で対応可能であり、ベトナム側としても最も喫緊の課題である

食品の安全に関する事項に絞って協力を行うことで双方の合意が得られた。また、実施主

体について、当初は農林水産品質管理局（NAFIQAD）、植物防疫局（PPD）、動物衛生局

（DAH）の 3 者を対象として考えていたが、今後これまで水産品を中心に検査を行ってき

た NAFIQAD が、新しい法制度の下、農産品や畜産品についても検査を行うこととなった

こと、他の機関と比べて技術協力の成果を全国的に展開する際の中核的機関になりうるこ

とから、これを主たる C/P 機関とした。そのうえで、ICD を窓口として他の機関にも成果

が波及するようにした。この要請は、2011 年度要求として MARD から MPI を通じて日本

側に提出された。 
一方の無償資金協力については、アドバイザーが組織機能の構想、建物の規模やレイア

ウト、基本的な機材の選定に関する提案をベトナム側に行ったうえ、機材についての要請

を無償資金協力として日本側に提出することとなった。しかしながら、これを受けた MPI
においては、この構想について、組織や土地建物に関する検討を MARD が十分行っていな

いとして、これを保留していた。このため、MARD はこうした構想を検討する旨を MPI
に約束し、無償資金協力の要請も 2011 年前半に日本側に提出されたものである。 
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第３章 プロジェクトデザイン 
 
３－１ プロジェクト目標 

プロジェクト目標：NAFIQAD において、農水産食品の安全性を継続的に検査する体制が構築、

強化される。 
（指標）・ 国家モニタリングプログラムを実施するNAFIQADの担当部署並びに支所が規定さ

れる。 
    ・国家モニタリングプログラムの実施計画が試行され、その評価の結果抽出された重

点項目に沿って翌年度の実施計画が策定される。 
 

３－２ 上位目標 

上位目標：農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが拡充することにより、農

水産食品の安全性の改善に寄与する。  
（指標）・農水産食品の安全性に係る国家モニタリング統計の作成及び更新 

 

３－３ 成果（アウトプット）と活動 

成果 1： NAFIQAD の試験所における農水産食品に係る検査能力が向上する。 
（指標） 1-1 パイロットサイト（対象省はプロジェクト開始後選定）における検査対象が、

水産食品のみならず農産食品にも拡がる。 
1-2 パイロットサイトにおける検査項目数がXXXXに増加する6。 
1-3 承認された標準作業手順書（SOP）が整備される。 
 

（活動） 1-1 ターゲットグループに対して、配属の職員に対するサンプリング、GLPを含め

た検査技術研修を実施する。 
1-2 （高度分析機器を活用した）新たな検査方法に係る研修をNAFIQAD 

Branch 4及び6にて実施する。 
1-3 NAFIQADの職員に対して試験所精度管理（GLP）研修を実施する。 
1-4 検査手法の標準化のために、SOPを制定または改定する。 

 
成果 2： 農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが改善される。 
（指標） 2-1 リスク評価7を行うためのデータベースが整備される。 

2-2 年間検査計画及び結果の公表様式が規定される。 
 

（活動） 2-1 日本において、C/Pに対する行政研修を実施する。 
2-2 行政研修の成果を元に、モニタリングプログラムの項目及び実施体制を選択・

                                                        
6 現状と市場の要求に応じて、ターゲットとする検査項目の目標数はプロジェクト開始の早々に協議して決める

こととする。 
7 数多くの食品の検査結果をデータベース化し、食品ごと、生産地域ごと、生産時期ごと、事業者ごとのリスク

を導き出すための評価を意図。これをもとに、ハイリスク食品については、検査強化及び指導強化につなげよ

うとするもの。 
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分類する。 
2-3 パイロットサイトにおいて、活動2-2を踏まえたモニタリングプログラムを試

行し、データベースの評価方法を策定する。 
2-4 活動2-3の試行結果を参考にしつつ、データベースの施策反映プロセスを盛り

込んだ国家モニタリングプログラムを策定する。 
 

成果 3： 農水産食品の安全性確保に係る政府担当者（MARD 国際協力局 SPS オフィス、

NAFIQAD、PPD、DAH）が育成される。 
（指標） 3-1 食品衛生行政研修を受講した職員のうち、50％以上が国家モニタリングプロ

グラムの運営・改善に従事する。 
3-2 OJTで習得した各研修項目について、少なくとも1名がトレーナーとなり、エ

コートレーニングを実施する。 
 

（活動） 3-1 本邦研修受講者を対象に、パイロットサイトにおいてOJTを実施する。 
3-2 OJTにて技術を習得したC/Pが、他の試験所の中核技術者を対象に、エコート

レーニングを実施する。 
 
３－４ 投入（インプット） 

日本側（総額 3 億 5,000 万円） 
① 専門家派遣 

長期専門家：チーフアドバイザー、業務調整/研修計画 
短期専門家：残留農薬、残留動物医薬品、重金属、アフラトキシン、微生物、サンプリン

グ、GLP（Good Laboratory Practice：試験所精度管理）、モニタリング計画など 8 分野 
② プロジェクトスタッフ配置 

③ 本邦研修及び第三国研修 

④ 機材供与 

⑤ プロジェクト運営に必要な経費 
事務管理費、国内交通費、研修費、他 

ベトナム側

① カウンターパート配置 
② プロジェクト事務所及び付帯設備、実験機材など必要な資機材の提供 
③ プロジェクト運営に必要な経費  

 
３－５ 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件 
・プロジェクト実施に不可欠な関連機関の組織機構及び人材が確保される。 

 
② 成果達成のための外部条件 

・研修を受講した人材が各配属先で引き続き勤務し、周囲の関係者にその技術、知識を移転

する。 
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③ プロジェクト目標達成のための外部条件 
・べトナムの食品安全政策の方向性が変更されない。 
・べトナムにおいて深刻な健康被害が発生しない。 

 
④ 上位目標達成のための外部条件 

・国家モニタリング検査実施のための予算が確保される。 
・MARD 傘下のラボ及び関係者が役割を適切に果たす。 
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第４章 事前評価 
 

以下の視点から本プロジェクトにかかる計画を評価した結果、協力の実施は適切と判断される。 
 
４－１ 妥当性 

以下の理由から本プロジェクトの妥当性が高いと見込まれる。 

（１）ベトナムのニーズ、政策に対する妥当性  
・ ベトナムは 2007 年に WTO の加盟国となり、物資や人の国境を越えた自由な往来がさらに

活発になりつつある状況下で、国際標準に沿った安全な食品を人々に供給することが急務で

ある。「WTO/SPS 協定の履行促進に関する国家アクションプラン（NO.147/2008/D-PM）」で

も明記されているとおり、現実にはベトナムにおける食品安全面における人的・技術的資源

が不足していることから、本プロジェクト実施の意義は高い。 
・ さらに、ベトナム政府は施設や法制度の整備を通じて、これらの状況に適応した社会・制

度を構築していく必要性に直面しており、その一環として、WTO/SPS で確保される衛生保護

基準を満たすため、安全な食品を人々に供給するうえで必要となる食品等の試験や研修及び

リスクアセスメントを行う機関として SPS センターを設立することを掲げている。本件では、

まず農水産食品の安全性を担う機関である農林水産品質管理局（NAFIQAD）8 をプロジェク

トのカウンターパート機関として位置づけ、将来 SPS センターが創設された際にその担い手

となる人材を育成することが目的であることから整合性が高い。 
・ ベトナムでは 2010 年 6 月に食品安全法が制定、翌 2011 年 7 月には施行され、食品の安全

性にかかる制度整備を進めており、食品検査にかかる体制の構築を急務としている。 
 

（２）日本の援助事業としての妥当性 
・ 2008 年 12 月に発効した日越経済連携協定（EPA 協定）において、衛生植物検疫措置に関

し、情報交換、科学的協議及び協力に関する議論などを行う協議メカニズムを設置すること

を両国が合意しており、わが国はベトナムの食品衛生管理及び動植物検疫に係る能力向上の

ための技術協力を行うことが明記されていることから、本プロジェクトがもつ外交的意義は

大きい（表－５参照）。 
・ これまで、わが国は 2009 年 10 月から食品衛生･安全管理に係る政策・制度の助言を行う

SPS（衛生・植物防疫）政策アドバイザーを派遣し（任期は 2011 年 10 月まで）、SPS に関連

する政府及び関連機関の実態調査、SPS センター構想に係るベトナム側との協議、及びわが

国協力枠組みの検討等を進めてきた。本プロジェクトは、同専門家のこれまでの協力成果を

基盤に、将来の SPS センターへの寄与を見据え、農水産食品の安全性確保のために農薬・抗

生物質・重金属等の残留物質や微生物等の検査体制を強化し検査官の技能を向上させること

を目的として実施するものであり、本プロジェクトの妥当性は高い。 
・ 食品輸出はベトナムの重要産業の 1 つであるが、2009 年度のわが国の輸入食品にかかる違

反事例をみると、アジアでは中国に次ぎ、ベトナムからの輸出食品に関するものであった（表

－６参照）等、ベトナムの輸出食品に対する信頼性が低下するリスクを今も抱えている。こ
                                                        
8 MARD 内の部局で、農水産食食品すべての安全性保証の役割を担い、全国に南北 2 カ所の地域事務所が設置さ

れ、さらに 6 カ所の支所が設置されている。 
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うした状況のなか、本プロジェクトの実施によって、ベトナムにおいて有効な対策が講じら

れれば、わが国をはじめ、ベトナムからの輸出食品に対する安全性の確保にも貢献すること

が期待される。 
・ 2010 年 6 月に閣議決定された「新成長戦略」のなかでも、わが国の「安全・安心」などの

制度のアジア展開が示されており、食品においても、流通の多様化・国際化等を踏まえ、ア

ジア諸国と共同しつつ、食品安全基準の国際標準化作業等に積極的に貢献するとあることか

ら、本プロジェクト実施の意義は高い。 

表－５ SPS にかかる日越合意 

＜SPS にかかる日越合意＞ 
日越経済連携協定（JVEPA）は、2008 年 12 月 25 日に署名され、その第 5 章、衛生植物検疫措

置（SPS）で、その要旨として、①衛生植物検疫措置に関する照会のための照会所を双方に設

置すること、②衛生植物検疫措置に関する情報交換、科学的協議及び協力に関する議論などを

行う協議メカニズムを設置することを定めている。 

表－６ 輸入食品における残留動物用医薬品に係る違反事例 

＜残留動物用医薬品に係る違反事例＞ 
①全 105 件のうち 24.8％を占める 26 件がベトナムからの輸出食品に関するもの。品目別、違反

内容別の主な違反事例としては、ベトナムの場合、エビのクロラムフェニコール及びフラゾリ

ドン（AOZ）が上位を占めている（平成 21 年度：平成 22 年 8 月、厚生労働省医薬食品局食品

安全部、「輸入食品監視指導計画に基づく監視指導結果」より抜粋）。 
②全 115 件のうち 37.4％を占める 43 件がベトナムからの輸出食品に関するもの。品目別、違反

内容別の主な違反事例としては、ベトナムの場合、エビのクロラムフェニコール及びフラゾリ

ドン（AOZ）が上位を占めている（平成 20 年度：平成 21 年 8 月、同上資料より抜粋）。 
③全 154 件のうち 63％を占める 97 件がベトナムからの輸出食品（平成 19 年度） 
出所：http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/kanshi/index.html 

 

４－２ 有効性 

以下の理由により、本プロジェクトの有効性は高いと見込まれる。 
（１）プロジェクト目標と成果の因果関係  

本プロジェクトの目標は、ベトナムにおける農水産食品の安全性を継続的に検査する体制

の構築であり、この目標達成のため、まず何より多種多様な食品群に対する検査能力の向上

や国家モニタリング・プログラム（リスクに即した食品衛生検査体制）の改善、強化をめざ

している。さらにそれを担う人材の育成、特に食品安全の確保に必要なモニタリング検査を

行える検査官に対する指導技能を備えたトレーナーの育成によって、本プロジェクト終了後

もベトナム側で継続して検査が定期的に実施できるようになることが期待されている。農水

産食品の安全性確保のためには、新しい知識・ノウハウ（高度機器分析手法の導入による新

たな検査手法の習得とその吸収）や、リスク評価やハイリスク食品の検査強化を含む検査シ

ステムの改善、人材育成が不可欠であることから、これらの取り組みは、プロジェクト目標

の達成に有効に結びつくものと考えられる。 
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＜本プロジェクトのフレームワーク＞ 
本プロジェクトでは、①パイロットサイトにおける農水産食品に係る検査能力の向上（成果 1）、
②農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが改善（成果 2）とともに、併せて、

③農水産食品の安全性確保に係る人材育成に取り組む（成果 3）としており、その結果、

NAFIQAD を中心として、農水産食品の安全性を継続的に検査する体制の構築（プロジェクト

目標）を図るものである。 

 
（２）プロジェクト目標に至るまでの外部条件 

１）活動開始のための前提条件 
「プロジェクト実施に不可欠な関連機関の組織機構及び人材が確保される。」に関し、詳

細計画策定調査において、関連する組織機構や人材配置状況も確認されており、本条件が満

たされたものと判断される。 
 

２）活動により成果を得るに至る外部条件 
「研修を受講した人材が各配属先で引き続き従事し、また周囲の関係者にその技術、知識

を移転する。」に関し、食品安全のための検査を担う人材をベトナム側は不可欠と考え、プロ

ジェクトで実施した研修受講生をはじめとする人材の確保を保証するとしており、人材確保

の方針が示されている。また本プロジェクトで OJT やエコートレーニングを実施することか

ら、継続した助言やフォローを行う予定である。そのため、これら条件が満たされる可能性

は極めて高いと判断される。 
 

３）成果からプロジェクト目標達成に至る外部条件 
「食品安全政策の方向性が変更されない」、「深刻な健康被害が発生しない」に関しては、

詳細計画策定調査において、ベトナム政府の意向や現状は確認済みである。 
 
４－３ 効率性  

以下の理由により、本プロジェクトの効率的は高いと見込まれる。 
（１）研修計画や実施体制 

今回、食品安全にかかる研修をまず本邦並びに OJT（短期専門家派遣による実地指導）で

実施し、C/P に対して技術移転を行い、その結果、検査技術を習得した C/P がさらには指導

技術を身につけることを想定している。まさにトレーナーの育成（TOT）をめざしたもので

あり、プロジェクト終了後もベトナム側で独自に人材育成を行えるよう、将来的な継続実施

を可能とすべく配慮することで、より効率的で継続性の高い活動が可能である。 
一方、関係機関の所在地がハノイ、ホーチミン、カントーと 3 都市に跨ることから、専門

家並びに C/P による円滑で効率的な研修運営管理が求められる（専門家はオフィスの置かれ

るハノイに駐在予定であり、パイロットサイトはホーチミン、カントーの 2 都市に跨る）。 
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（２）効率的な事業実施 
本プロジェクトでは長期専門家 2 名体制を計画しているが、併せて必要な短期専門家の投

入、機材供与、並びに C/P 研修を組み込むことで、効率的な業務実施が可能である。 
なお、本邦研修や機材供与については、プロジェクト活動の円滑な実施のため、研修受講

生の早期決定や日本の研修受入体制、その後実施される OJT にかかる研修項目選定やベトナ

ム側のラボ準備、一方、機材の搬入時期やその活用について、慎重かつ早急な対応が求めら

れる。 
 
（３）パイロット機関におけるラボ移転計画 

パイロットサイトとなる NAFIQAD 支所 4 並びに支所 6 では、ラボが手狭であることから、

新たなラボの建設ないし移転計画を有しており、本プロジェクト、特に機材や人材配置への

影響がないよう配慮するとともに、移転によって、より効率・効果発現につながることが期

待される。 
 
（４）他ドナーとの連携 

現時点では連携が想定される活動は特にないが、ADB はベトナムを含む地域協力として

SPS 強化に係るキャパシティ能力向上の協力（形態は借款及び無償、さらに相手国政府との

協調融資）を行う予定である。2011～2012 年度ではまずはベトナム保健省を対象とした協力

を行う予定だが、SPS センターの建物の建設をはじめ、将来の協力の状況に関して、その状

況を把握し、必要な調整や連携（例えば、ADB が SPS センターを建設し、かつ機材等の設

置を行う計画が具体化した場合、わが国は人材育成を本プロジェクトで担うとするものの、

ベトナム側から要請のある無償による機材供与については協議、調整が求められる）を行い、

重複を避け、相乗効果を得ることが期待される。また SPS 構想への支援にかかる他ドナーの

動向を常に把握し、必要な調整、連携を図る必要がある。 
 
（５）その他 

PDM にある指標や入手手段については、R/D 締結時あるいはプロジェクト開始時さらには

中間時点で、再度、ベトナム側と協議し、その内容を見直し、確認することによって、プロ

ジェクト活動に対する共通の理解を促進し、かつ的確なモニタリングを図る必要がある。 
 
４－４ インパクト 

この案件の正のインパクトは、以下のとおり見込まれる。 
（１）上位目標に対するインパクト  

上位目標である「農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが拡充する。」

を達成するには、本プロジェクトによって農水産食品の安全性を継続的に検査する体制が構

築・強化されることに加え、外部条件として国家モニタリング検査実施のための予算が確保

されることによって、NAFIQAD のみならず、PPD 及び DAH の検査機関でもモニタリングが

的確に、かつ定期的に実施される必要がある。現在のベトナムの政治経済状況から、食品安

全・衛生面にかかる政策が重視されることはあっても、大幅に転換する可能性は低く、既に

食品安全法の制定、施行が行われるなど、食品の安全・衛生の状況が改善していく可能性は
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高いと見込まれる。 
また、プロジェクトの対象となるパイロットサイトに対する支援・指導による C/P の人材

育成を通して、その技能やノウハウあるいは SOP などの手順の標準化が他の試験所（特に

NAFIQAD の他支所及び PPD 及び DAH 等の各検査機関）にも適用されていくことによって、

各検査機関レベルにおける農水産食品のモニタリング検査能力の底上げが見込まれる。 
 
（２）上位目標以外に予測されるインパクト  

・ 食品の安全向上をめざし、国内生産食品の安全性確保を図る本件の試みは、ひいては輸出

食品の安全性確保にも反映される可能性は高い。現在、ベトナムが抱えている輸出食品に対

する信頼性が低下するリスクについても、その改善が期待される9。 
・ 感染症や食中毒の原因となって、特に子どもや妊婦、老人といった弱者が健康被害を受け

る危険性が高いなか、本件実施によって、より安全な食品の供給が行われることで危険性の

低減が期待される。 
・WTO の加盟に伴い、ベトナムは「食品安全」に関して国際的基準とのハーモニゼーションを

求められるようになっていることから、本プロジェクトをとおして国内の食品規格基準が向

上するとともに、安全性の高い農水産食品の輸出、とりわけベトナムから日本への野菜をは

じめ農水産食品の輸出量の拡大が期待される。 
 
４－５ 自立発展性 

以下の理由により、自立発展性は高いと見込まれる。 
（１）政策・財政支援 

・ ベトナム政府は、現在、「第 9 次社会経済開発 5 カ年計画（2011～2015）」を草案中であり、

国民の健康管理に係る食品衛生と安全の確保が引き続き盛り込まれている一方、食品安全法

の制定、WTO/SPS 協定の履行促進を急務として、食品の安全性にかかる制度整備を進めてお

り、食品検査にかかる体制の強化を打ち出している。特に日本を含む重要な輸出市場に対し

ては、二国間協定の順守とともに、食品安全に対する政策強化支援策を打ち出しており、こ

の政策は継続されるものと見込まれる10。 
 
（２）技術面 

NAFIQAD をはじめ、各局のスタッフは、長期間にわたり関連職位に従事する傾向が強く、

プロジェクトによって育成された人材は、検査技術のみならず、指導技術を習得することで、

プロジェクト終了後においても同一あるいは関連職位にとどまり、局内及び各管轄の地方省

レベルなどに対して技術的支援、指導、監督などを行っていく可能性が高い。 
 
（３）組織・体制面  

食品衛生検査及び検査結果の分析等、食品衛生モニタリング検査の中核拠点となる SPS セ

                                                        
9 重要な輸出産業でもある農水産食品は、輸入国において食品衛生上の理由から輸入が拒否される事例や、国内

においてはデルタ地域における野菜に起因したコレラの流行などの事例も散見され、その安全性が大きく揺ら

いでいる現状がある。 
10 同 5 カ年計画のドラフトの p.47、84、89 にその記載あり。 
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ンターの新設計画に対するベトナム側の推進が期待されており、今後もベトナム政府によっ

て食品安全にかかる研究・検査体制の強化や、同センターがリフェレンスセンターとしての

機能を備え、かつ関連人材の育成に対する支援は継続されるものと見込まれる11。 
NAFIQAD は元々水産品に特化した機関であったが組織改定のあと、農水産食品全般を扱

う役割を担うことになっており、本プロジェクトでは特にまだ現状脆弱な農産品にかかる検

査能力の向上を行う予定であることから、対象となる組織が、市場あるいは外国からの要求

（流通や輸出にかかる規定や協定の順守）に従い、本プロジェクトによる成果を最大限に生

かすことによって、プロジェクト終了後も組織全体が自立的に発展していく可能性は極めて

高い。 
 

                                                        
11 なお本プロジェクトは SPS センターの創設の遅滞で活動等に影響が及ばないように機材配置や活動内容に十

分配慮している。 
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